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要旨：本研究では，RC 建物を対象にさまざまな地震動波形を入力波とする地震応答解析を行い，計測震度ご

との耐震挙動，地震動の周期特性や継続時間がその耐震挙動に及ぼす影響について検討した。その結果，計

測震度ごとの挙動に関しては，建物が高くなるにしたがい，応答塑性率や履歴エネルギーが低下し，破壊確

率が低下する傾向にあることが分かった。また，地震動の周期特性，継続時間に関しては，卓越周期，継続

時間が長くなるにしたがって，応答塑性率や履歴エネルギーが増大し，破壊に達する計測震度が低下するこ

とが分かった。 
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1. はじめに 

 平成 15 年 9 月 26 日に発生した 2003 年十勝沖地震は，

十勝沖を震源とするマグニチュード M8.0 の海溝型巨大

地震である。この地震は震源に近い十勝，釧路，日高地

方だけでなく，札幌市や室蘭市などにも被害をもたらし

た。また，苫小牧市では石油タンクの火災が発生した。

海溝型巨大地震の特徴の一つである長周期成分を多く

含む地震動に励起されたスロッシングが原因と考えら

れている 1)。 

 海溝型巨大地震のもう一つの特徴は継続時間が長い

ことである。近い将来発生するとされる東海，東南海地

震は想定震源域が広く，また連動して発生する可能性も

高いため，その継続時間はかなり長いものになると予想

されている。一般に，地震による被害予想は計測震度を

もとに行われることが多い。しかし，計測震度は地震動

の最大振幅に大きく依存し継続時間の影響を受けにく

い指標のため，計測震度に基づく被害予想は継続時間が

長い地震動に対する被害を過小評価する可能性がある。 

 こうした地震動の周期特性や継続時間が構造物の損

傷度，被災度に及ぼす影響を明確にすることは，地震被

害推定の精度を高める上で重要と考えられる。そのため

の基礎的な検討として，本研究では RC 建物を対象にさ

まざまな地震動波形を入力波とする地震応答解析を行

い，地震動の周期特性や継続時間がその耐震挙動に及ぼ

す影響について検討する。 

 

2. 解析対象 

 解析対象としたのは，文献 2)において試設計された，

梁曲げ降伏先行型の中・高層の鉄筋コンクリート造建物

である。その概要を表－１に示す。なお建物名称は，最

初のアルファベットが建物の用途（O：オフィス，A：ア

パートメント）を，次の数字が階数を，それぞれ表して

いる。 

 文献 2)では，フレームモデルとして設計された各建物

モデルに対して静的弾塑性解析が行われ，地震応答解析

のための等価１自由度系モデルに変換されている。等価

１自由度系の特性は，荷重－変位曲線のトリリニア型ス

ケルトンカーブとしてまとめられている。 

 本研究では，この等価１自由度系のスケルトンカーブ

に基づいて地震応答解析を行うこととした。解析に用い

たスケルトンカーブを図－１に示す。階数は異なるが，

O-06 と A-08，O-12 と A-16 の高さはそれぞれおおむね等

しく，スケルトンカーブもそれぞれほぼ一致している。

なお，文献 2)の検討では，設計許容変形として層間変形

角 1/100，梁端の塑性率 4，１階柱脚の塑性率 2 と設定さ

れている。図－１中の○は層間変形角 1/100 に，△は１

階柱脚の塑性率 2 に，それぞれ対応する点である。等価

１自由度系におけるこれらの点の塑性率を表－２に示
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表－１ 解析対象とした RC 建物の概要
2) 

建物名称 用途 階数 スパン 
(m) 

階高 
(m) 

O-06 事 務 所 6 8※×6 3.7 

A-08 共同住宅 8 6※×6 2.8 

O-12 事 務 所 12 8※×6 3.7 

A-16 共同住宅 16 5※×5 2.8 

A-24 共同住宅 24 5※×5 2.8 

注）※：検討対象とするスパンの方向を示す。 
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す。また，各モデルの有効高さ，初期剛性より算定した

等価１自由度系の固有振動数および固有周期を表－３

に示す。 

 

3.入力地震動 

 入力地震動波形として，国内の実測波形 86 成分およ

びシミュレーション波形33成分の計119成分の加速度波

形（水平１方向）を用いることとした。実測波形は，防

災科学技術研究所 K-Net のほか，旧運輸省港湾技術研究

所，旧建設省土木研究所，気象庁等により観測された，

表－４に示す地震の観測記録である。シミュレーション

波形は，地震動予測モデル EMPR と周波数依存型等価線

形化法 FDEL3)により作成された，想定東海地震，想定東

南海地震およびそれらの複合地震の波形である。 

 119 波形の卓越周期および継続時間の指標 T90 を図－

２に示す。卓越周期は MEM 法により算定したパワース

ペクトルの最大ピークより求めた。また，継続時間の指

標 T90は地震動パワーの累積値が 5%～95%となる時間で

ある。 

 地震応答解析にあたっては，これらの地震動波形に対

して振幅調整を行い，計測震度 5.0 から 7.0 まで 0.1 刻み

で入力地震動波形を作成した。なお，計測震度は各成分

ごとに算定している。 

表－４ 解析に用いた地震動波形（観測波形） 

発生年 地震名称 波形内訳 

1962 広尾沖地震 1地点 2成分

1968 十勝沖地震 3地点 6成分

1968 愛媛県西方沖地震 1地点 2成分

1970 宮城県沖地震 1地点 1成分

1973 根室半島沖地震 2地点 3成分

1978 宮城県沖地震 2地点 4成分

1982 浦河沖地震 1地点 2成分

1983 日本海中部地震 2地点 4成分

1995 兵庫県南部地震 4地点 5成分

1997 鹿児島県北西部地震 3地点 5成分

1997 第２鹿児島県北西部地震 3地点 5成分

2000 鳥取県西部地震 5地点 6成分

2001 芸予地震 4地点 5成分

2003 十勝沖地震 5地点 6成分

2003 十勝沖地震（余震） 4地点 5成分

2003 三陸南地震 4地点 4成分

2003 宮城県北部地震 3地点 5成分

2004 釧路沖地震 4地点 5成分

2004 根室半島南東沖地震 5地点 5成分

2004 新潟県中越地震 5地点 6成分
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図－２ 入力地震動波形の卓越周期と継続時間 T90 
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図－１ 等価１自由度系のスケルトンカーブ
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表－２ 等価 1 自由度系における 

設計許容変形に対応する塑性率 

建物名称 層間変形角 
1/100 

１階柱脚の

塑性率 2 

O-06 1.98 2.71 

A-08 1.80 2.89 

O-12 1.69 2.83 

A-16 1.75 2.57 

A-24 1.88 2.85 

 

表－３ 等価 1 自由度系の 

有効高さ，固有振動数および固有周期 

建物名称 有効高さ 
(m) 

固有振動数 
(Hz) 

固有周期 
(s) 

O-06 14.8 2.52 0.40 

A-08 14.9 2.48 0.40 

O-12 29.6 1.65 0.61 

A-16 29.9 1.68 0.60 

A-24 44.8 1.27 0.79 
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4. 解析方法 

 図－１に示したスケルトンカーブをもとに等価１自

由度系の弾塑性地震応答解析を行った。運動方程式は増

分型とし，数値解法として Newmark のβ法（ 1/ 4β = ）

を用いた。減衰についてはレイリー減衰を用い，減衰定

数は 0.01 とした。地震動データの時間刻みは 0.01s ある

いは 0.02s であったが，地震応答解析は原則として 0.001s

の時間刻みで行った。 

 復元力モデルには，図－３に示すような最大点指向型

のモデルを用いた。本解析では，鉄筋降伏に相当する Y

点以降の接線剛性は一定とした。また，解析中の破壊判

定は行わず，設計許容変形に相当する M 点に達しても解

析は継続することとした。 

 

5. 解析結果 

5.1 計測震度ごとの損傷状況 

 地震応答解析結果の一例として，O-06 に計測震度 6.5

の十勝沖地震を作用させたときの時刻歴応答，履歴曲線

を図－４，図－５にそれぞれ示す。このケースでは，時

刻 64.540s にて最大変形角 0.019 が発生している。このと

きの応答塑性率は 4.62 であった。また，履歴曲線より算

定した履歴エネルギーを図－６に示す。ただし，履歴エ

ネルギーは等価質量で除した値である。応答振幅の大き

い 40～80s あたりで履歴エネルギーが急激に増大してい

ることが分かる。 

 解析結果から算定した，応答塑性率と計測震度との関

係を図－７に示す。計測震度ごとに振幅調整した 119 波

形による解析を行っているが，同じ計測震度であっても

応答塑性率には大きなばらつきがあることが分かる。特

に計測震度が高くなるほどその傾向が高いように見受

けられる。 

 そこで，計測震度ごとの応答塑性率について平均をと

ったものを図－８に示す。どの建物モデルにおいても計

測震度とともに応答塑性率が滑らかに増加しているこ

とが分かる。建物モデルごとの傾向を見ると，建物の高

さが高くなるにしたがい応答塑性率は低下している。前

述のとおり，O-06 と A-08，O-12 と A-16 のモデルでは，

高さがそれぞれほぼ等しく，スケルトンカーブもほぼ一

致している。そのため，図－８の応答塑性率にも同様の

傾向が見られる。 
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図－４ 時刻歴応答の例 

（O-06，十勝沖地震，計測震度 6.5） 
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図－６ 履歴エネルギーの例 

（O-06，十勝沖地震，計測震度 6.5） 

O

C

Y
M

既往最大点を目指す

既往最大点を目指す

点：曲げひび割れ
点：鉄筋降伏
点：破壊

C
Y
M

荷重P

変位δ

Py

Pm

Pc

δ c δmδ y

 間：原点に戻る（線形域）
 間：原点に戻る
点以降：　　に平行に戻る

OC
CY
Y OY

 
図－３ １自由度系の復元力モデル 
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 前述のとおり，本解析では解析中の破壊判定は行って

いない。その代わりとして，表－２に示した設計許容変

形に対応する塑性率と応答塑性率とを比較することで

破壊確率を算定することとした。破壊確率は，各計測震

度で行った 119 波形の解析において，応答塑性率が設計

許容変形に相当する塑性率を超えた割合と定義した。破

壊判定の基準として層間変形角 1/100 を用いた場合，１

階柱脚の塑性率 2 を用いた場合の両方について算定した

破壊確率を図－９に示す。破壊確率はおおむね建物高さ

とともに低下する傾向にある。ただし，層間変形角 1/100

を用いた場合には O-06 よりも A-08 が，また O-12 より

も A-16 が破壊確率は高いのに対し，１階柱脚の塑性率 2

を用いた場合には逆の傾向が見られる。 

 累積エネルギー（地震動作用終了時の履歴エネルギー

値）を等価質量で除した値について，図－８と同様，計

測震度ごとの 119 の値の平均をとったものを図－１０に
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 図－７a) 計測震度と応答塑性率の関係（O-06） 図－７d) 計測震度と応答塑性率の関係（A-16） 

 

 

0

応答塑性率

5

10

15

20

25

7.06.56.05.55.0
計測震度 

0

応答塑性率

5

10

15

20

25

7.06.56.05.55.0
計測震度 

 図－７b) 計測震度と応答塑性率の関係（A-08） 図－７e) 計測震度と応答塑性率の関係（A-24） 
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 図－７c) 計測震度と応答塑性率の関係（O-12） 図－８ 計測震度と応答塑性率の関係（平均値） 
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示す。建物の用途によらず，建物高さとともに累積エネ

ルギーは低下しているが，その低下幅はさほど大きくな

いことが分かる。 

5.2 地震動の周期特性の影響 

 図－２に示した地震動波形の卓越周期をもとに周期

特性の影響を見てみる。計測震度 6.5 における各建物モ

デルの応答塑性率および累積エネルギーを，図―１１，

図―１２にそれぞれ示す。図中には，点で示した解析値

のほか，建物モデルごとに求めた回帰直線と相関係数の

２乗 R2も併せて示してある。値のばらつきは大きいが，
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図－９a) 計測震度と破壊確率の関係 

（層間変形角 1/100） 
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図－９b)  計測震度と破壊確率の関係 

（１階柱脚の塑性率 2） 
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図－１０ 計測震度と累積エネルギーの関係 
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図－１１ 地震動卓越周期と応答塑性率の関係 

（計測震度 6.5） 
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図－１２ 地震動卓越周期と累積エネルギーの関係 

（計測震度 6.5） 
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図－１３ 地震動卓越周期と破壊時計測震度の関係 

（層間変形角 1/100） 
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卓越周期が長くなるにしたがい，応答塑性率，累積エネ

ルギーともに上昇する傾向にあることが分かる。その上

昇の割合は建物によらずほぼ一定である。 

 119 の地震動波形ごとに求めた，層間変形角 1/100 を

基準として破壊が生じた最小の計測震度を図－１３に

示す。計測震度 7.0 でも破壊しなかった場合は，便宜的

に 7.1 としている。また，直線で示したのは建物モデル

ごとの回帰直線である。卓越周期は長くなるにしたがい

破壊が生じる計測震度が低下する傾向にあることが分

かる。ただし，その程度は建物の高さにより異なり，高

い建物ほど低下の割合は大きくなっている。 

5.3 地震動の継続時間の影響 

 続いて，図－２に示した地震動波形の継続時間 T90 の

影響を見る。計測震度 6.5 における各建物モデルの応答

塑性率および累積エネルギー，層間変形角 1/100 を基準

として破壊が生じた最小の計測震度を，図―１４～図―

１６に示す。いずれの図でも，直線は建物モデルごとに

求めた回帰直線と相関係数の２乗 R2を示している。また，

図―１６において，計測震度 7.0 でも破壊しなかった場

合は 7.1 とした。 

 継続時間 T90 が長くなるにしたがい，応答塑性率，累

積エネルギーともに上昇する傾向にあり，その上昇の割

合は建物によらずほぼ一定である。また，継続時間 T90

が長くなるにしたがい，破壊が生じる計測震度が低下す

る傾向にあり，建物が高くなるほど低下の割合は大きく

なっている。 

 

6. まとめ 

 本研究では，RC 建物を対象として地震応答解析を行

い，地震動の周期特性や継続時間がその耐震挙動に及ぼ

す影響について検討した。その結果，地震動の卓越周期，

継続時間が長くなるにしたがって，応答塑性率や履歴エ

ネルギーが増大し，破壊に達する計測震度が低下するこ

とが確認できた。 

 今後は，道路橋や鉄道橋などの都市内高架橋に対して

も地震応答解析を行い，地震動の周期特性や継続時間が

その損傷度，被災度に及ぼす影響について検討を進めて

いく予定である。 
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図－１５ 地震動継続時間と累積エネルギーの関係 

（計測震度 6.5） 
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図－１６ 地震動継続時間と破壊時計測震度の関係 

（層間変形角 1/100） 
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図－１４ 地震動継続時間と応答塑性率の関係 

（計測震度 6.5） 
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